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２０１１年度第５回運営委員会報告
全たばこ労働組合会議室で行われた標記委員会の報告を下記の通り致します。
（日  時）２０１１年４月１４日（木）　１６：３０－１８：００
（出席者）金、江森、山田（フード連合）、徳田、郷野、中野（UIゼンセン同盟）、小川、大谷（全国農団労）、田上、中野（サービス連合）、中田、高田（JCC事務局）、合計１３名（敬称略）

開会にあたり金議長より、前回第４回運営委員会の中止（三役会は実施）の報告と、ジュネーブでの本部会議欠席について報告があった。
報告事項

1． IUF会費納入の報告

3月14日納入で準備をしていたが、震災の影響で実行できなかった。3月25日に納入済み。
	
	納入
	入金
	収支

	
	現地通貨
	通貨
	RATE
	日本円
	手数料
	合計（円）
	実行日
	RATE
	日本円
	

	本部加盟費
	435,500
	CHF
	90.14
	39,255,970
	4,000
	39,259,970
	3月25日
	88.0
	38,324,000
	-935,970

	地域活動資金
	67,000
	AUD
	84.6
	5,668,200
	4,000
	5,672,200
	3月25日
	85.0
	5,695,000
	22,800


【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】承認された。

2． IUF第26回総会連帯基金　寄付金納入の報告

3月14日納入で準備をしていたが、震災の影響で実行できなかった。3月25日に納入済み。
	
	現地通貨
	通貨
	RATE
	日本円
	手数料
	合計（円）
	実行日

	世界総会基金
	5550.63
	CHF
	90.08
	500,000
	4,000
	504,000
	3月25日


【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】承認された。

3． IUF本部会議報告

本部財政諮問委員会

(1) 開催日
：3月28日

(2) 開催場所
：IUF本部（ジュネーブ）

(3) 出席者
：ニルソン会長、Livsスウェーデン；パウリ・クリスチャンセン、NGGドイツ；クラウス（フランツ・ヨーゼフ代理）、UTHGRAアルゼンチン；ノルベルト・ラットレ、UNITE HERE!北米；デビー・アンダーソン、ステファニー、

UFCW北米アラン・スポルディング、スチュワート

日本からの参加者（UIゼンセン同盟）徳田副会長、（JCC事務局）中田

(4) 通訳
：延増崇子
· 2010年10月ストックホルムでの三役会で設置が確認された会議体であるが、本会議の位置づけについて、ニルソン会長の私的諮問機関であることが改めて確認された。

· 通常Emailベースでの討議が前提となっているが、IUF三役会・執行委員会の機会を利用して召集を行った。

· 日本を含めた複数の参加者から、財政問題を諮るにあたっては、より詳細な現状の分析が必要との意見が多く出された。

· しかし、ニルソン会長やコーディネーターのパウリは、IUFの通常活動に関する財政は健全な状態にあり、会議の目的は財政健全化ではなく、むしろ将来の活動領域や方向性、優先順位などを論議し諮問することにあるとした。

· 一方で具体的な要請としては、多国籍企業問題を中心とした新しい取り組みを一層強化するために必要となる追加的資金の拠出方法について論議することが期待されている。

· 6月末までに会長・コーディネーターから、①今後組織拡大するために重要な課題と分野は？②活動基金（企業毎／セクター）の構造、ルールはどうするのか？③会費支払いレート100％の組織が下方登録していることに関して。④現在のGDIに基づく3段階会費支払いシステムは適切かについて、文書を起案し委員会メンバーに送付する。

· メンバーは、8月末までに起案文書に対して文書にて意見を述べる。

【コメント・意見・質疑応答】
· 財政問題検討には詳細な財務分析の提出が必須との日本やドイツなどの主張が影響したかは不明だが、財政再建ではなく、拡大する活動領域の選定やTNCを中心とした特定アクティビティファンドの設立と運営方法の検討と言うニュアンスに変化した。

· 日本としての立場は、これまで同様IUFとして必要な活動は加盟費として全体で負担すべきとの考えに、基本的に変わりは無い。

· 本委員会参加時の三役会で確認したとおり、日本４組織の意見は必ずしも一つに纏める必要はなく、各々の考え方を尊重して参画するものとする。

· 参加者に中野国際局部長の記載があるが出席していない。（議事録からは削除済み）
【結論】事務局からのペーパーを受領した後に、改めて対応を確認することとする。
三役会・執行委員会

(1) 開催日
：三役会3月29日午前、執行委員会3月29日午後～3月30日

(2) 開催場所
：国際会議場CICG、CCV（ジュネーブ）

(3) 出席者：26カ国42組織84名、IUF書記局（含む地域書記局、JCC）30名：合計114名

日本からの参加者（UIゼンセン同盟）徳田副会長、中野国際局部長（JCC事務局）中田

(4) 通訳
：オルフォード千衣子、延増崇子、笹島早苗
· 会長、書記長挨拶の中で日本の震災について支援と連帯の意が表され、その後徳田副議長からは、連帯への感謝と合わせて日本の状況報告を行った。

· 主な戦略目標　第24回世界総会の協議に沿う形で、2007～2012年の戦略目標が次の7項目にまとめられた。

1. 労働者の権利侵害と闘う

2. 多国籍企業による権利侵害と闘う

3. 全般的、多国籍企業における組織化

4. 多国籍企業内のネットワーク構築

5. 農業・家事労働者の組織化

6. 重要課題への認識向上と動員

7. 民主的政治改革の支援

· 活動報告a～eの5つの活動報告の殆どは、上記7つの項目毎に報告される新たな形式が取られた。

· a. セクター・企業別活動　たばこセクターにおいては、WHOのFCTCにより、労働者が不利益とならないように活動すべきとされた。世界でも屈指の利益を享受している企業が、その責任を取るべきとの考えが示された。

· ネスプレッシャーキャンペーンについて、成功裏に終結が予定されていることが報告された。三役会の前日、パンジャンでの協議において、初期の合意が締結され、オズワルド書記長は本社およびマレーシアの人事部長との会談を予定している。ネスレは社会的対話パートナーとして、ついにIUFを承認した。ネスレの考えを変換することができ、2年以上に渡る長い闘いの幕が閉じる。また、今後はIUFのリソースをクラフトに向けて行きたいとの方向性が示された。

· b. 男女平等 家事労働者に関するILO条約化への取り組みとして、女性デーのキャンペーンが成功した報告と協力への感謝が述べられた。また、パキスタンにおける、コカコーラ、ユニリーバの成功例から、女性の組織化、活発な活動実施できていると評価された。

· 女性委員会議長のシルビア（アルゼンチン）から、世界総会での会合に関する討議（女性の参加）の報告があり、女性委員会と世界総会の日程の合間を埋めるべく、5月14日にも関連会合を実施することを提案されたが、通訳費などを含めたリソース配分の問題から賛同が得られなかった。

· 書記局からは、女性委員会のメンバーが総会に参加することを歓迎する一方で、人数合わせが目的ではなく、組織の意見を代表する代議員として組み込むことが重要であることが確認された。
· c. 地域報告チュニジアに端を発する北アフリカ地域の民主化運動に関する報告が、チュニジアとアルジェリアからの特別招待者からされ、書記局からはIUFの対応方針が示された。エジプトナショナルセンターETUFは、エジプトの全労祖を纏めており、IUF加盟組織も所属している。ETUFは反政府組織と対立しており、IUFの立場が異なる。しかし、今後、彼らのリーダーが刷新されている可能性もある。また新しく分離・独立する可能性もある、三役会・書記局で訪問して加盟維持の是非を確認することが承認された。

· HRCT運営委員会議長のノルベルト（アルゼンチン）から、エジプトでのHRCT総会の中止を受け、新たにチュニジアのチュニスでの開催が提案され、労働運動で民主化を後押しする意義深い提案と全体で受け止められ、前向きな検討を進めることとなった。

· アフリカ地域事務局の解散とチームアフリカの結成が奏効し、当該地域において効果的にIUFの活動が実行されているとの報告があった。一方で北米地域からは、地域事務局をおかずに活動してきたが、限界を感じつつあるとの報告があった。

· d. 他の組織との関係IUFはアコー、ユニリーバ、ネスレなど多岐にわたる多国籍業との活動により、OECDガイドラインの改定において重要な役割を担う立場となっている。

· ITFとの連携活動として、水産分野とIUF航空ケータリング分野の取り組みが報告された。

· 本部書記局から、中国総工会は民主的労働組合設立の障壁であるとして、ノーコンタクトポリシーの正当性が改めて強調され、A/P書記局を含む各国加盟組織からも賛同の意見があった。

· e. プロジェクト活動 プロジェクト活動は政府や団体からの資金を受けることが出来る一方で、資金提供する組織の考えに沿った結果を求められるという側面があり、諸刃の剣であることを認識する必要があるとされた。

· 第26回世界総会　取り上げるべき課題として、不安定雇用、国際枠組み協約、TNCにおける組織化などが挙げられ、活動のスケールアップについて大きな課題となっており、作業部会（財政諮問委員会）での検討が進められていることが報告された。

· 決議案の提出は2月15日までを期限とすること、次回三役会が総会決議委員会を務めることを提案され、承認された。次回三役会は2月下旬にジュネーブでの開催となり、10－11月には実施しない。
· メンバーシップ　既にメールにて承認されている組織の他、トルコからの2組織からの申請について報告があった。一つは以前加盟していたが4年未払いのため除名となった組織。もう一つのアスカダイシは、既に加盟している組織と組合員を取り合って闘争している。既存組合と争っている組合は基本方針としては加盟を認めないことになっているが、紛争はもう一つが加盟前に始まっているので問題は単純ではなく、検討中との扱いとすることが確認された。両組織の会長・書記長と同時会談を実施する予定。その他、建設関係労組から加盟の打診を受けたが、BWIへの加盟を促したとのこと。
· 会計報告　既存の活動についての財政は健全であることが強調された。準備金・予備費の積立、アパート資産の運用も順調であるとの報告があった。今後の課題は、活動の「拡大」にともなう資金の確保であるとされ、ワーキンググループ（財政諮問委員会）で検討中であることがあらためて報告された。

· スタッフ関連　ダリアのエファットへの異動、トルコからバーキュ・アヤンの赴任、メルリナが特別休暇のため、臨時職員としてゾイ・プルネスが一時的に職務に当たることが報告された。
· その他　執行委員会の初日終了後、IUF本部において、ニルソン会長の出身組織Livsのスポンサードによりレセプションが開催され、多数の参加者が集った。
【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】承認された。
組織化会議
(1) 開催日
：3月31日～4月1日

(2) 開催場所
：国際会議場CICG（ジュネーブ）

(3) 出席者：38カ国53組織98名、IUF書記局（含む地域書記局、JCC）34名：合計132名

日本からの参加者

（UIゼンセン同盟）徳田副会長、中野国際局部長（JCC事務局）中田

(4) 通訳
：オルフォード千衣子、延増崇子、笹島早苗
· ロン・オズワルド書記長から開会に際して次のような挨拶があった。「組織化は単に賃金引き上げのみを目的としたものではなく、労働者の意見を集約し、究極的には社会を良くすることが目的である。各組織が行っている組織化活動にIUFが何を追加できるかについて、意見を集めるために本会議が開催された。各企業は多国籍化が進んでおり、このような企業に対して国際的に組織化を行うとすれば、IUFを通してのみそれが可能となる。」

· 米国、パキスタン、南アフリカ、オランダの加盟組織から、組織化に関する事例紹介のプレゼンテーションがあった。

· その後参加者は4つの小グループに分かれて、国際・国・地域の各レベルでの組織化要素、国際レベルのターゲット、組合の変革の是非、組織化能力開発のための相互支援、IUFの役割、情報交換などについてワークショップを行った。

· ワークショップでは、課題に対するアウトプットとして、次のようなまとめが行われた。共通の課題・テーマを挙げる。社会的なメディアを使う、有効なレバレッジを開発・選択する、教育ツールの共有化、活動的な一般組合員、状況の変化に合わせて役員も変化する。

· 更に、組合の変革の必要性について、米国、オーストラリアからプレゼンテーションがあった。

【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】承認された。
女性委員会

(1) 開催日
：3月28日

(2) 開催場所
：国際会議場CICG（ジュネーブ）

(3) 日本からの参加者（UIゼンセン同盟）中野国際局部長

· 世界総会出席者におけるジェンダーバランスについて討議した。

· 女性委員会出席者が引き続き世界総会に出席するように、総会までの日程の間を埋めることを検討するよう、三役会・執行委員会に提案することを決議した。

· 日本の震災に対して、連帯のメッセージを決議した。
【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】承認された。
4． 第35回海外労働学校手配進捗報告

現時点で18単組23名の申込み。

労働学校の日程は2011 年5 月18 日（水）－ 5 月29 日（日）の 12 日間。

· 準備会は2011 年5 月11日（水）午後

· 3月18日の第4回三役会で、キャンセルが増え、参加者が極端に減少しない限りJCCとしては計画通り実施することを確認した。現時点での辞退の申し出は無い。
【コメント・意見・質疑応答】中田・高田の2名が事務局として引率する。【結論】承認された。
5． NGOとの協働

(1) NGO-労働組合国際協働フォーラム

· HIVエイズ感染症グループによるメーデー出展に向けた準備を開始していたが、中央メーデーでの「ふれあい祭り」の中止となり、同フォーラムの出展も中止となった。

· その他、横浜エイズ文化フォーラム、釜山でのアジア太平洋エイズ国際会議への参加などについて参加組織間での調整を行った。 

(2) 児童労働ネットワーク（CL-Net）

· 震災に辺り、キャンペーン、メインイベントの開催是非について検討し、震災に配慮した上で開催することを決定した。イベントの詳細について検討を進め、全体テーマ、映像、パネリスト、形式等を決定した。

· 3/16開催予定であったラギーフレームワークに関する勉強会を中止とした。
【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】承認された。
6． 争議支援･連帯活動
東日本大震災に対し、IUF加盟組織より多数連帯のメッセージが寄せられている。
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IUF本部、IUF A/Pスタッフ各位

【緊急行動要請】

· 国家的に経済窮地に立つダブリンにあるダヴェンポート・ホテルは、リトアニアやポーランドからの移民労働者が大半である従業員の法定最低賃金を、8.65から7.79ユーロに一方的に引き下げた。更にこれに反対した5名の女性をシフトから外し、ロックアウトした。
　同ホテルを所有するオカラガン・ホテル・グループに対して賃金引下げ契約の強要を禁ずる新法令の遵守と5名の労働者の賃金復元を要請する文書を送付した。

· 昨年10月生き埋めとなった33名の鉱山労働者救出劇の後、ピニェラ大統領は国内の鉱山の安全制度を見直し、ILO条約第176条を90日以内に批准すると宣言したが、未だ実施されていない。
　鉱山労働者を代表する国際産別組織のICEMおよびIMFは、ピニェラ大統領に約束を守るようメッセージを送るよう要請している。
　ピニェラ大統領宛に国際鉱山安全基準の違反を改め、鉱山労働者の労働組合による代表性をはじめ監視など一貫した鉱山安全文化を構築するよう要請する文書を送った。
【コメント・意見・質疑応答】（回答部分は後日確認後に記載。）

· 法定最低賃金の引下げとは、具体的にどのような状況を指すのか？

· 別紙資料の記載が不明確であった。正しくは「法定最低賃金は国により8.65から7.79ユーロに引き下げられた。しかし、労働者の賃金を引き下げる場合は、不利益変更の同意を得る必要があることが、法律に定められている。当該ホテルはこの法に反し、同意を得ず賃金の引下げと同意しない労働者への不当行為を行った」と言うもの。

【結論】承認された。
7． 各組織報告

· フード連合：

春闘関係

· 4月12日集計結果：収拾73組合、昨年同時期98組合に比して大幅減。

· 平均方式5,435円、1.78％　昨年同一組合比+106円。300人未満中小は4,179円、昨対比-17円。妥結は29組合と昨年の95組合に比べ大幅に遅れている。

· 大手は定昇が確立しており賃金カーブの維持が図れるが、定昇の確立していない中小は、賃金凍結の恐れもあり、震災の影響で流れ解散になると格差拡大に繋がる危険があるため、中小への支援を強めていく必要がある。賃金カーブ維持を前提に4,500円以上もしくは昨年水準以上を基準として示す。
震災関連

· カンパ活動を実施、現時点で約810万円。（阪神淡路の際は全体で約2,000万円）

· 単組内で被災の組合員に優先され、産別まで手が廻りきれていない可能性がある。引き続き要請中。

· 出来るだけ早い配分実行のため、被害状況の把握を急いでいる。5月連休明けには被災者に届けたい。

· UIゼンセン同盟：

春闘関係

· 別紙資料参照（フードサービス部会は網掛け部分）

· 妥結組合数は57組合で昨年とほぼ同数。定昇確立のX方式は定昇維持分6,318円＋賃金改善372円。定昇未確立を含めた全体は4,919円。

· UIZ全体では460組合が妥結。昨対比は加重平均+41円、単純平均で+219円
· 16日を山場に設定していたが、震災の影響で1週間ずれた23日が、中小を含めた全体の山場となった。

· 2ページ目は規模別に集計。

· 3ページ目はパート・時間給労働者。フードサービス部会は7組合が妥結。昨年同様、時間給で10円の引き上げを獲得。UIZでは9円の引上げ（昨年同組合比+1.6円）。
震災関係
· 主としてボランティアとカンパを実施。
· カンパは1,000円以上を目安として実施。13日現在で9500万円。大手組合も直接被災しており、自組織内の支援が優先されているためか、阪神淡路の際より出足は遅い。28日対策本部委員会の中での配分委員会で配分を決定予定。
· 車喪失が多いため、まずは通勤用の車を対象に5,000-10,000円の支援予定。

· 組合員で54名が死亡、安否不明は3桁に上る。

· ボランティア関係では、連合の要請に応じて岩手県宮古に40名、宮城に2名を派遣。

· 連合は9日間の日程だが、移動日を除いて7日間の肉体労働は厳しいことから、5月10日からの第4陣からは、日程7日、実労5日の独自プログラムをバスを自前で仕立てて実施する予定。

· 長期的な対応を前提に7月末までは40名体制を単組の立場ではボランティア、UIZとしては動員を行う。

· ボランティア参加者は教育研修と同じ扱いとし、東京までの旅費の内2万を越える部分をUIZ負担としている。
· 全国農団労：

春闘関係

· 111単組中妥結は25単組に留まっており、内容も全て定昇の確認で終わっている。昨年賃金改善の実績があった組合でも同様の結果。経営側が震災の影響を過剰に利用しているとの印象がある。
· 被害が比較的大きかった茨城の組合では春闘を中止。東側は定昇が確認できたら終結するとの方針に転換した一方で、西側には当初方針通り交渉を継続する要請を出した。経営者の春闘回答まで自粛しようとする動きを警戒している。
· 但し、茨城を含む未回答組織においても、賃金制度は確立されているため、定昇の実施については大きな懸念はない。

· 九州Aコープチェーンにおいては、パート組合員に年度末手当支給を獲得した。

震災関係
· 幸いにも人的被害は無い。茨城では余震も含めて家屋、農業施設の損壊が続いている。

· 実施中のカンパ（一人500円を目安）については、来週の中執・三役会で方向性を決定する予定。具体的には長野、茨城、千葉の3県で建物等に軽度・中度の被害がある。差し当たり連合カンパへの100万円の拠出と、ボランティア参加時の交通費補助について確定している。
· サービス連合：

春闘関係
· 現時点で決着しているのは大手のみ。3月中に定昇又は見合い分を確保した。現時点での大手の集計結果は5,192円。今後中小が集計されると大幅に下がると予想される。

· 妥結単組数はほぼ昨年並みで、若干下回る程度。ベア要求は行ったが、結果としては定昇分の確保あるいは、賃金凍結の回避が交渉の中心となっている。

· 直接被災した組合は殆ど無いが、停電や液状化などでその後の営業に大きな影響を受けている。ディズニーランド周辺では、ヒルトンが定昇を確認できたが、その他は営業を停止しており、厳しい結果が予想される。箱根は賃金凍結となるだろう。

· 一時金はこれまで賃金と同時交渉あるいは、業績連動を合意していたが、今年は継続協議となる組合が22組合と多数出ている。今後の交渉となるが、こちらも厳しい状況が予想される。

· パート・契約社員の交渉も難航しているが、結果を出した組合も僅かながらあるのが救い。

震災関係

· 東北地域に加盟組合が殆ど無かったため、組織内では大きな被害は無い。しかし、ライフライン、交通機関の関係で以降の営業には大きな影響が出ている。

· 大手は何とか耐えられるが、中小は存続も危ぶまれる。

· カンパを実施中。集約は来週を予定。
8． その他

· IUF／TCCC協議会
【コメント・意見・質疑応答】
· 今回は事前に打ち合わせが実施できなかったため、参加組織には、会議後の報告をお願いしたい。
協議事項

1． 財政諮問委員会のフォローアップ
討議のトーンは、これまでIUFの財政危機からの脱却、健全化という印象が強かったが、今回の一連の会議においては、対TNCを中心とした活動領域の拡大とその資金調達と言う観点が強調された。

会議報告の通り、6月末までに会長・コーディネーターから、①今後組織拡大するために重要な課題と分野は？②活動基金（企業毎／セクター）の構造、ルールはどうするのか？③会費支払いレート100％の組織が下方登録していることに関して。④現在のGDIに基づく3段階会費支払いシステムは適切かについて文書が起案され、委員会メンバーに送付され、メンバーは、8月末までに起案文書に対して文書にて意見を述べる必要がある。

起案文書を確認した上で日本としての考えをまとめ、7月7日の第6回運営委員会で確認することとしたい。

【コメント・意見・質疑応答】
· 報告事項3.　IUF本部会議報告、本部財政諮問委員会の項でのコメントの通り
【結論】
· 事務局からのペーパーを受領した後に、改めて対応を確認することとする。

· 但し、事務局からのペーパー受領から次回運営委員会（7月7日）の期間が短い場合もあるため、メール等での確認も想定される。
2． 海外からの義捐金の取扱について

東日本大震災の義捐金として海外IUF加盟組織より、現在までに約40万円を受領している。この義捐金の活用方法について、討議願いたい。

事務局としては、JCCとして独自の支援活動が困難であるため、連合の「連合東北地方太平洋沖地震救援カンパ」または各加盟産別が実施するカンパ基金への拠出を提案する。

	
	現地通貨
	通貨
	RATE
	日本円
	手数料
	合計（円）
	受領日

	ドイツNGG
	400
	EUR
	116.02
	46,408
	1,500
	44,908
	4月1日

	フィンランドPAM
	992
	EUR
	118.35
	117,403
	1,500
	115,903
	4月5日

	イタリアFILCAMS-CGIL
	1,993
	EUR
	119.78
	238,722
	1,500
	237,222
	4月6日

	総計
	
	
	
	
	
	398,033
	


【コメント・意見・質疑応答】
· IMF-JC、UNIは、連合のカンパに集約するとの情報がある。
【結論】
· 現時点での集約分については、JCCとしても連合のカンパに拠出することとする。

· 拠出組織には連合への拠出についての報告とお礼のメッセージを送付する。

· 今後新たな寄付を受領した場合は改めて協議することとする。
3． 2011年地域総会の議題案と決議案に関して

日程：2011年10月18-20日　バリまたはクアラルンプールで開催される。

地域委員会では地域総会で討議すべき項目として、各参加者から「不安定雇用」、「組織拡大」、

「家事労働者」、「貿易協定に関する市民社会の対応」などの発言があった。

各組織からの提出期限は次の通りとなっている。

決議案：2011年8月11日

議題案：2011年4月末

JCC加盟組織からは、本運営委員会までにご提案頂くこととなっている。
【コメント・意見・質疑応答】特になし。【結論】現時点で提出されたものはない。
4． 来年度のスケジュール
別紙の来年度スケジュール（案）をご参照頂き、各産別およびご担当者のご予定と照らし、ご意見を頂きたい。

【コメント・意見・質疑応答】
· 2011年7月21日　サービス連合　大会

· 2011年7月21-22日　全国農団労　大会

· 2011年9月12-13日　フード連合　大会

· 2012年1月25-26日　UIゼンセン同盟　中央委員会

【結論】

· その他、各組織の必要なスケジュールは、次回までにご連絡を頂く。

· 必要に応じて日程を再調整する。

5． その他

IUF組織化会議参加時の通訳費負担について。

【コメント・意見・質疑応答】特になし。

【結論】
· 第3回運営委員会確認どおり、JCC100％負担で処理する。

今後の予定

· メーデー中央大会：4月29日、代々木

· 海外労働学校事前準備会：5月11日、専売ビル

· 海外労働学校：5月18－29日、ジュネーブ、コペンハーゲン

· 児童労働反対世界デーキャンペーンイベント：6月12日、文京学院大学

· 第6回運営委員会7月7日：専売ビル

以上
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